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「日本の外航海運政策」

一般社団法人日本船主協会は、当協会のあらゆる活動においてわが国独占禁止法及び関係法令並びに諸外国の競争法令（以下「競争法」という）を
十分に尊重しこれを遵守するとともに、当協会の全ての会議が競争法に照らして、問題または疑念を惹起させることのないよう努めます。
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1. (1)はじめに

海洋立国日本
排他的経済水域面積 世界で６番目



1. (1)はじめに

認知度の低い海運業



1. (1)はじめに

日本の海運
第二次世界大戦による壊滅的打撃

大阪商船の嘱託画家 大久保一郎画伯（1889～1976）が、
岡田永太郎社長の命により描き残した記録画。生還者から
遭難当時の模様を詳細に聞き、本社の画室で一人黙々と
描き続けたという。
1982年、大阪商船三井船舶が百年史を編纂する際に、
本社の地下倉庫で37枚が発見され、修復された。



1. (1)はじめに

日本海運合併の歴史



1. (1)はじめに

日本の外航海運の重要性

• 世界経済が発展し続けるために不可欠な産業

• 日本の輸出入の９９．６％が海上輸送

• 日本の生命線ともいえるエネルギー、食糧、
資源の６７％は日本商船隊が輸送

・造船、舶用機器など海事クラスターの中心



1. (1) はじめに

国内貨物の輸送手段
（トンキロベース）



1. (1)はじめに（日本船主協会の概要）

本部のある海運ビル

構成
会員

１２７社（2019年2月1日現在）

100トン以上の船舶の所有者、
賃借者または運航事業者で構成

沿革 1892(明治25)年「日本海運業同盟会」を結成

1940(昭和15)年 海運統制令により「日本
海運協会」に改組

1947(昭和22)年 GHQ示唆により解散、
「日本船主協会」を創立

1948(昭和23)年 社団法人としての設立認可

2012(平成24)年 一般社団法人に移行



1. (2) 日本の外航海運のポジション
（世界の海上輸送量と船腹量）



1. (2) 日本の外航海運のポジション
（世界船腹量に占める日本商船隊の割合）



1. (2) 日本の外航海運のポジション
（オペレーターとオーナーについて）
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1. (2) 日本の外航海運のポジション
（世界の上位オペレーター）



1. (2) 日本の外航海運のポジション
（世界の上位オペレーター：コンテナ船のみ）



1. (2) 日本の外航海運のポジション
（国別実質保有船腹量）

注：1,000総トン以上の内航船を含む



1. (3) 日本で外航海運を維持するには
（船舶の船籍国及び運航事業本拠地の選択について）

日本商船隊（2,458隻）の船籍国

船籍国の選定同様、
事業の本拠地（本
社所在地）の選択
においても制約は
無い。



1. (3) 日本で外航海運を維持するには

各国外航海運における税制比較

出典：海事レポート2018

オーナーに関わる税制 オペレーターに
関わる税制

5年間償却割合 登録免許税 固定資産税 トン数標準税制
日本 61％ 100 有 有
アメリカ 67％ － 一部州は有 有
イギリス 100％ 0.1 無 有
フランス 81％ － 無 有
ドイツ 40％ 15 無 有
オランダ 100％ － 無 有
デンマーク 52％ － 無 有
中国 74％ 1 無 無
シンガポール 100％ 18 無 無

登録免許税は日本を100とした場合



1. (3) 日本で外航海運を維持するには
（日本人船員数と日本籍船数の推移）

日本人船員数 日本籍船数



1. (3) 日本で外航海運を維持するには

出典：国土交通省資料



1. (3) 日本で外航海運を維持するには

従前のトン数標準税制
対象船

2018年4月から拡充
出典：国土交通省資料



1. (3) 日本で外航海運を維持するには
（造船業におけるWTO提訴）

出典：国土交通省資料



2. (1) 国際海運のルールは誰が決めているのか

IMO（国際海事機関）組織図

総会

簡易化
委員会

技術協力
委員会

法律
委員会

海上安全
委員会

海洋環境
保護委員会

理事会

171ヶ国が参加

環境保全に関す
るルールを策定



2. (2) SOx規制（規制の概要）

出典：国土交通省資料



2. (2) SOx規制（スクラバーについて）

比率イメージ

地球上の全海水 134京トン 1,340,000,000,000,000,000トン 50ｍプール

海水中の硫酸イオンの量 0.35京トン 3,500,000,000,000,000トン 銭湯の湯船

世界全運航船の
SOx排出量／年（2012年度） 0.13億トン 13,000,000トン 一滴の目薬



2. (2) SOx規制（海運会社経営面での影響）

世界の海運全体での追加コスト（試算）

年間 3兆3,760億円

英IGSマークイットのデジン・リー海運コンサルタントの予測（海事プレス2018.6.25）

 2020年1月時点では、9割以上の船舶が低硫黄燃料油で対応すると予測される

MEPC 70/INF 34 Annex (Finland）

地球規模の環境対策に要するコスト負担をどうするか？



2. (3) 温室効果ガス（GHG）削減目標

出典：海洋政策研究所資料

国際海運からの温室効果ガス(GHG)排出削減対策の全体像



2. (3) 温室効果ガス（GHG）削減目標

出典：国土交通省資料



2. (4) その他の環境保全ルール（バラスト水規制）

出典：海事レポート2018



2. (4) その他の環境保全ルール（シップリサイクル）

出典：国土交通省資料



最後に


